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　コルディリェラ地域の自治区創設に関して、
筆者はさまざまな角度からすでに考察［1992，
1995，2001，2002］を試みてきた。アキノ政権
下の1987年2月の憲法でコルディリェラとムス
リム・ミンダナオの自治区を含む地方政府条項
案が取り入れられ、自治区創設までの暫定的行
政機関としてのコルディリェラ特別行政区が同
年7月に設置された。1988年大統領に任命され
たコルディリェラ自治区諮問委員会による自治
区基本法案が12月に国会に出され、1989年4月
に下院で6月に上院で採択された。それを受け
て、11月にはミンダナオ自治区基本法に関する
住民投票が行われ、13州9特別市のうち4州が
賛成多数になった。一方翌1990年1月にはコル
ディリェラ自治区基本法に関する住民投票が行
われたが、5州1特別市のうちイフガオ
（lfugao）1州のみ賛成多数となり、実質的に
は否決される結果となった。同年12月にイフガ
オ1州による自治区は憲法違反であると最高裁
判所が判断したため、ムスリム・ミンダナオ自
治区（AR．MM．）は一応4州のみで創設され
たのに対して、コルディリェラの方は依然とし
て特別行政区のまま据え置かれ、20年近くたっ
ても自治区創設には至っていないのである。
　何故に、コルディリェラ自治区は創設できな
いのか、またムスリム・ミンダナオ自治区の現
在に至る混乱は何故か。解決策は容易に見出せ
ないが、さらなる問題点や課題の整理が必要で
ありそれは可能でもある。そうすることで、多
民族国家における少数民族や特定地域の自治あ
るいは地方政府のあるべき姿を模索できると考
える。また、自治の問題は開発・発展の問題と
深くかかわっており、個別の対応が重要であろ
う。そこで本稿では、拙著『フィリピン・少数
民族の自治と開発問題に関する若干の考察一開
発人類学の視点から一』［2001］の中で、フィ
リピンの開発と地域自治を考察した際、紙幅の
関係でその序章と結章のみを訳出した
Garming，MB＆Brillantes，ABJr．の共著であ
る”ReLflections　oπCordillei’a　A　utonom）7　se［1991］
をあらためて取り上げ、重複するところもある
がこの機会に筆者の〔訳注〕も加え全文を翻訳
・解釈し端書きもつけてみたい。この著作は、
筆者の長年のフィールドでコルディリェラ地域
と呼ばれる、北部ルソンの山岳少数民族居住地
域の自治の問題を、開発・発展の視点をふまえ
まとめられたものである。そして、コルディリ
ェラ特別行政区の複数の関係者や自治区基本法
の草案にもかかわったフィリピン国立大学の研
究者などが参加した、2年にも及ぶ幾度かの研
究集会の成果を取り込みながら、筆者も面識の
ある少数民族カリンガ（Kahnga）の研究者で
あるガルミン氏とフィリピン国立大学のブリラ
国際教養学科
一121一
県立新」潟女子短期大学研究紀要　第46号　2009
ンテス博士が著した綿密な考察であり、中央と
の関係は無視できないがおもに地方の立場から
発想されているものである。
『コルディリェラの自治に関する綿密な考察』
マキシモ・ガルミンとアレックス・ブリランテス
　フリードリッヒ・エーベルト財団／マニラ
フィリピン国立大学・公共行政学部・地方政府
センター
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　今日我々は、自力更生を求める地方あるいは
コミュニティの主導権を強化したり、地方農村
部からの人口流出・移住を減らすという目的で・
特別な地域や地方に関して、国際的なコミュニ
ティへの関心が集まりつつあることに注目して
いる。
　この文脈で、当該地域の非中央集権的・分権
的統治を求めて国会議員に運動を働きかけてい
るコルディリェラの人々の努力は、過小評価す
ることはできない。事実、コラソン・アキノ大
統領の行政府は、とくにコルディリェラ自治区
（Cordillera　Autonomous　R　egion）創設のため
の基本法に署名するなど、この自治問題に関す
る政治的決定を率先して行ってきた。
　コルディiJエラのコミュニティと連帯して、
フリードリッヒ・エーベ）レト財団は、この地域
のさまざまな意見をもつグループを参加させて、
コルディリェラ地域の度重なる研究集会をここ
2年ずっと催してきた。参加者は、地方行政府、
非政府組織、研究機関、調査機関、村落共同体
のリーダーとそれに連なる機関などである。
　これらの活動の主な目的は、次のようなこと
に関して適切なる見方を絶え間なく分析するこ
とである。
（1）コルディリェラの人々が自ら描く開発ビ
　　　ジョン
　（2）この地域での地域自治の実施方法
　この本には、コルディリェラ自治区（CAItR）
がいかにして実現し得るかということに関して・
さらなる政策分析をまず高度に進められるよう
に、さまざまな関心や問題が選ばれ含まれてい
る。
コルディリェラの人々との連帯を期して。
　　　　　　　　　ヘルムート　V．クルス
フリードリッヒ・エーベルト財団、現地代表
序章
　コルディリェラ自治区の創設は、当該地域の
民族的特殊性の明白なる認識がその前提にある。
コルディリェラに特有な多くの制度や法は、国
家のそれらとはまったく異なる。たいていの場
合、中央政府によって公布された法や創設され
た制度は、それゆえに当地の状況には不適切で
妥当性がない。
　しかしながら、自治（権）を与えることは、
高度に中央集権化された政治システムの範囲内
の問題である。このシステムの中で、開発の恩
恵にあずかるのは、大半は社会の特権階級、と
くに中央政府に近い人々である。コルディリェ
ラの人々は、植民地時代の到来以来、歴史的に
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ずっと開発・発展から取り残されてきた。この
悲しむべき状況は、独立後の政府の施策のもと
でより悪化の一途をたどってきた。とくに財政
力面での行き過ぎた中央集権化は、当該地域の
開発と受け皿構築の努力双方にとって悪影響を
及ぼしてきた。
　自治が意味あるものとなるには、その地方の
潜在能力が開発されなければならない。地方の
人々は、いかなる開発・発展が自分たちにとっ
て意義あるものか、自ら決めることができるべ
きである。そして、地方政府単位に権力が付与
されなければならない。またその権力の付与は、
自由・社会正義・社会的平等・民主主義という
ような基本原理の上に立った、地方の主導性や
自決それに自力更生を促進しようとするもので
なければならない。
　それ以外のことでは、必要な能力とは主にい
わゆる「行政能力」のことであった。さらに詳
しく特定すれば、ますます増える機能や責任を
果たせるような、資格をもち適切な訓練を受け
た職員の有用性に関して、その能力を考慮する
ということである。能力として必要とされる他
の肝心な点は、地方単位の完全なる統制の下で
財源を扱う財政能力である。これと深くかかわ
るのが、所有権（あるいは管理権）と統制権を
与えられた、地方のコミュニティにおける天然
資源の有効性である。そして最後に、当地を指
導し特別な計画を実行する資格を得ているだけ
でなく、より重要なコミュニティの開発・発展
のビジョンをもった、リーダーたちの有効可能
性が、行政手腕の上でのリーダーシップの判断
材料とされる。
　コルディリェラの地域自治に関する問題、そ
して同時に地方の潜在能力を強化する問題を分
析し解明するために、フリードリッヒ・エーベ
ルト財団とフィリピン大学・公共行政学部の地
方政府センターが、1990年に数回研究集会を共
催した。その内、5回はコルディリェラ地域の
地元で、ユ回はケソン市で行われた。研究集会
では、リーダーに求められる説明責任、職員の
能力向上、組織と管理・運営、そして開発の計
画と実行などの課題が討議された。その研究会
の最終目標は、コルディリェラ地域のための開
発・発展ビジョンを可能にする枠組みを、当該
州が獲得する機会を用意することである。
　その計画を成功させる技術的側面とは、内在
する諸問題を明らかにして分析したり、その諸
問題に言及する際のアイデアや戦略を生み出す
ために、研究集会を通してずっと用いられた主
な方法論であった。
　研究集会には、地方政府の役人、関連の官公
庁の代表者、非政府組織代表、コミュニティの
リーダーたち、そして学者なども参加していた。
　この本では、研究集会の中で明らかにされた
論点や問題と同様に、さまざまに練られた見解
や視点を述べている。理論的な公式は故意に割
愛されてきた。なぜなら、地方政府の役入や学
問的伝統に深く傾倒している他の利用者たち向
けに、この本は意図され書かれたからである。
実際この本には、一般的なまた特にコルディリ
ェラに関する、開発とその受け皿の構築につい
ての基本的な資料が盛り込まれている。それは、
地方の開発計画立案者や実行者それに他の公職
者たちを助け、コルディリェラに関する情報を
流布させるのに役立つことを意味する。そして
またそれは、当該地域の人々主体の、そこの人々
によるそこの人々のための開発・発展ビジョン
を明らかにし、いかなる自治が彼らのために最
善であるかを考えさせるような、真剣な討議を
呼び起こさせるものである。
　1章では、自治区のための計画戦略を公にす
る際、それに適切に関与する枠組みを作り出そ
うとの試みを述べている。このためには、歴史
的観点から適切に前後の脈絡をつけたり、当該
地域における有用な資源を確認することが必要
である。
　2章では、講演や討議から抜粋した開発・発
展に関するさまざまな見通しを要約している。
開発・発展に対する理解とつまりは当該地域の
生活の質の向上のための戦略を考案する際、地
坊政府の役人やその他の利益集団のために、こ
のことは指針として役立つであろう。
　3章では、研究集会の中で提起された論点や
問題と関係する、自治の可能性をもった受け皿
に焦点を当てている。これらの討議は、当該州
にその特殊な経験をもたらした参加者からの情
報におもに基づいている。（国会の）本会議の
中で出された見解や意見および推薦・勧告と同
一一P23一
県立新潟女子短期大学研究紀要　第46号　2009
様に、研究集会の最中に提出された論文からの
引用もまた、この章でまとめられている。
　最後の結章には、2年にも及ぶ幾度かの研究
集会の参加者たちによって到達された、結論が
述べられている。それは、当該地域の特殊資料
や問題および関心を総合するものである。
1章　コルディリェラ自治区（CA　uR）の枠組
　　み・機構作りに向けて
　コルディリェラの地域自治を求めるさまざま
な運動のために人々を結合させる要因は、植民
地時代以来からの中央国家政府による当該地域
の無視と搾取という、コルデイリェラの人々の
負の共通遺産の認識である。
　コラソン・アキノ大統領が1986年に権力を手
中にした時、政府はコルディリェラの人々のか
かえる歴史的問題に初めて言及する、一連の提
唱を始めた。
　これらの提唱は、チコ川のダム・プロジェク
トを撤回し、セロフィル資源会社（CRC）の
操業資格を取り消し、そしてコルディリェラの
5州をひとつの独立した地域としてコルディリ
ェラ特別行政区（Cordillera　A　dministrative
R　egion＞を創設すること、1987年の憲法で謳
われたコルディリェラのために地域自治を与え
ること、さらにアキノ大統領がコルディリェラ
自治区（Cordilleraん’tonomous　R　egion）のた
めの基本法に署名することなどである。
　これらのコルディリェラのために地域自治を
与えるという命令を政府が率先して提唱してき
たのは、強力な政治的意志と遂行を示してコル
ディリェラの人々とも協力し成就されねばなら
ない、中央国家政府による政治的決断のためで
ある。
　基本法の範囲内で考えられるものすべてを有
効なものとするいかなる政治的決断にも、実際
機能するような枠組みが必要であろう。
　討論の目的に合わせるため、この論稿にはふ
たつの要点があげられている。それは、コルデ
ィリェラ自治区（CAuR）のための開発計画や
実施要項に沿った枠組みを作り出す際に、実質
的に重大な意味を持つポイントである。すなわ
ち、ひとつはこの地域の地理学的および人口学
的特徴であり、もうひとつは自決を求めたコル
ディリェラの人々の何世紀にもわたる闘争の歴
史である。
　地理学的および人口学的要因は、この地域の
主なる資源拠点の特質を理解するのに有効であ
り、一方闘争史は、コルディリェラ自治区がど
のようにすればうまく機能するかという方向性
を見い出すのに、理論的根拠を与えてくれるも
のである。
A．地理学的および人口学的特徴
1．地理的位置
　現在存在するコルディリェラ特別行政区
（CAR）は、ルソン島の北部中央部分に位置
している。それは、北にイロコス・ノルテとカ
ガヤン州、南にパンガシナンとヌエバ・ビスカ
ヤ州、東にカガヤンとイサベラ州、そして西は
イロコス・スールとラ・ウニオン州に接してい
る。また別な見方をすれば、この地域はその山
岳地帯と比較的未開発の天然資源で特徴付けら
れる希有な地域である。その地域は、政治的に
は5つの州と1つの特別市にさらに分けられる。
それは、ベンゲット、イフガオ、マウンテン、
アブラ、カリンガ・アパヤオの5州とバギオ特
別市である。
　1986年当時、コルディリェラ特別行政区には、
75のムニシパリティ　（郡／市）と1115のバラン
ガイ（行政村）があった。それぞれの郡と行政
村の数は、以下 通りである。
　州または特別市　ムニシパリティ数バランガイ数
ベンゲット州
　イフガオ州
マウンテン州
アブラ州
　カリンガ・アパヤオ州
バギオ特別市
　合計
2．面積
??????????
75
137
154
141
306
249
128
1115
　コルディリェラ特別行政区域の全面積は、1，
829，370ヘクタールに及ぶ。これは全国土面積
の約6％にあたり、ルソン島の総面積の約7分
の1を占める。以下は、各州ごとの面積を比較
したものである。
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　　州
ベンゲット州
イフガオ州
マウンテン州
アブラ州
カリンガ・アパヤオ州
　　合計
面積（ha）
　265，538
　251，780
　209，733
　397，555
　704，764
1，829，370
全体に占める割合（％）
　　　14．52
　　　13．76
　　　11．46
　　　21．73
　　　38．52
　　　99．99
3．社会の構造基盤
　この地域には、2つの主要国道網が走ってい
る。それは、東側のダアン・マハルリカと西側
のマッカーサー・ハイウェイである。これら2
つの道路網は、少なくともコルディリェラの各
州の州都を近く結び付けている。
　当地域内の道路網には、ハルセマすなわちバ
ギオ（ベンゲット）一ボントック（マウンテン）、
ボントックーバナウエ（イフガオ）、ボントッ
クータブク（カリンガ・アパヤオ）、パラセリ
ス（マウンテン）一タブクのハイウェイも含ま
れる。ところが、アブラ州と他のコルディリェ
ラの各州を直接結ぶ道路はない。そしてそれ以
外の道路と言えば、村々を結ぶ無数の手作り小
道が網の目のように走っているのである。
　現在の輸送・道路システムは、コルディリェ
ラ地域のすべての州を実際に結びつけ、また当
地域とそれ以外の地域も結ぶような幹線および
支線道路が未だ発達していないので、とても十
分に整っているとは言えない。総延長1，　612km
に及ぶ国道の内、わずか125kmすなわち8％
がコンクリートで舗装されているにすぎない。
その他国道の内、15％はアスファルト、77％が
砂利道である。同様に、地方道路はごくわずか
舗装されている部分があるが、大半は砂利道で
ある。
　このような道路網の不整備からして、コルデ
ィリェラ地域は実質的に統合されているとは言
い難い。このことはまた、商品や生活必需品の
流通同様に遠隔地間のサービス業務に支障をき
たし、加えて当地域内および地域外への人々の
移動にさえ影響を与えている。さらに、道路状
況のために、コルディリェラの各州で生産され
た大半の商品は、むしろ（西側の）イロコス地
方や（東側の）カガヤン・バレー地方の市場に
出てしまう。
　その他の社会基盤や実用施設もまた、まだま
だ不十分である。このことは、コルディリェラ
地域における不均衡な開発と天然資源の不合理
な配分のためである。国家経済開発庁（NEDA：
1＞ational　Economic　and　Development
Authority）も、当地域の社会基盤の基本的な
整備が不足していると認めている。
　また町々の約61％には電気が通っており、69
％には電報サービスが、72％には水道の供給が
あり、70％は道路で結ばれている。
4．人口
　1989年の統計によると、コルディリェラ地域
の総人口は1，110，280人であった。また人口密
度は、1平方キロあたり61人であった。地域の
人口増加率は、比較的低く1．89％のままである。
コルデイリェラ特別行政区（（7AR）の国家統
計局（National　Statistics　Othce）による人口学
的統計資料は、以下のようである。
　州／市　人口（人）入口比率（96）人口増加率（％）人口密度（入／ku）
　　　　　　　　　　　1988～1989年
ベンゲット
イフガオ
マウンテン
アブラ
カリンガ・アバヤオ
バギオ市
292，962
133，624
118，945
179，770
232，786
152，193
CAR合計1，110，　280
26．39　　　2．15
ユ2．03　　　　1．77
10．71　　　1．29
16．19　　　1．03
20．97　　　2．24
13．71　　　2．45
100．00　　　　1．89
U2
53
57
45
33
3，ll2
　61
　1988年当時、CAR地域のほとんどが田舎の
農村地帯である。そして、全地域人口の内、20
96のみが都市部に居住している。バギオ市は、
唯一完全なる都市型人口をかかえる所である。
それ以外では、ベンゲット州が最大の都市型人
口をかかえており、一方マウンテン州は都市部
が最も少ない。以下の表は、1988年の国家統計
局による各州ごとの都市部一農村部人口の割合
を示したものである。
　　州
ベンゲット
イフガオ
マウンテン
アブラ
　　カリンガ・アパヤオ
5．経済成長
CAR地域の経済状況は、1985年から1988年
までには毎年2．82％の成長を続けてきた。1985
都市部一農村部人口比率（％）
34．56－65．44計100
14．53　一一　85．47計100
4．41－－95．59　言十IOO
l6．97－83．03　　言十100
10．95－89．05　　言i‘100
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年の総地域内生産高（G　ross　R　egional　D　omestic
P　roduct）は14億2300万ペソであったが、1988
年にはそれは15億4700万ペソにまで増えた。そ
こで一人あたりのGRDPは、1985年の1，396ペ
ソから1988年の1，478ペソに増えたことになり、・
増加率は5．87％であった。
　部門別に分けると、1985年の当地域の総生産
高の内農業部門が36％を占め最も多かった。し
かしながら、農業部門の生産高は0．78％の割合
で減少した。この減少傾向は、工業と農業のつ
ながりの弱さや産業化を推し進める社会基盤施
設の不足のためであろう。1988年には、農業部
門の総生産高に占める割合は32％になった。そ
こで、1988年の総生産高に占める割合が最も多
かったのは、41％を占め農業部門にかわり工業
部門となった。また、サービス業部門も27％を
占めるに至った。
　1988年の当地域の就業率は96．14％であり、
不完全就業率は17．22％であった。主な経済部
門の中で、当地域の全就業者の内約53％が農業
部門であった。サービス業や工業部門は、それ
ぞれ30％と17％を占めていた。
　国家統計局の年末の報告によるとk当地域の
1988年から1989年にかけての雇用に関する変化
は以下のようであった。
雇用・就業指標
労働力人口
就業者
就業率
失業者
，失業率
不完全就業者
不完全就業率
変化比率（％）
　1．71
　4．23
　2．48
－61．11
－61．82
　41．56
　37．26
　［不完全就業者とは、フルタイム労働ではな
かったり、能力以下あるいは能力以外の仕事に
就いている者をいう。］
　上の比率変化は、コルデイリェラ地域で雇用
に関して好材料が得られたことを示している。
例えば、労働力人口は1988年の467，000人から
1989年の475，000人に増え、増加率は1．71％で
あった。これは、8，000人が新たな労働市場に
加わったことになる。　［不完全就業者を含むと
はいえ、失業者が減ったことも見逃せない。］
6．投資発生
1990年のCAR地域にもたらされた投資総額
は2億4468万2000ペソであり、1989年の2億38
29万8034ペソからわずか2．69％の増加にとどま
った。
　　　1989年及び1990年にもたらされた投資額
（出所：DTI－CAR）
　　　州　　ユ989年
ベンゲット　155，600，000
イフガオ　　　34，460，000
マウンテン　　21，211，300
アブラ　　　　11，109，500
1990年　　増減率（％）
175，395，000　　　　　12．72
18，750，000　　　　－45．59
16，560，000　　　　－21，93
22，022，000　　　　　　98．23
カリンガ・アパヤオ　15，　917，　234　11，955，000－24．89
CAR合計238，298，034（ペソ）244，682，000（ペソ）2．69
　1990年の新会社設立登録数は、前年と比べ5．
10％の減少であった。つまり、1989年には1，72
5社が新しく登録したが、1990年にはその数は
1，637社であった。
　輸出に関して見れば、CAR地域の1990年の
輸出産品は、合計で2億1139万9000ドルであっ
た。これは、1989年の合計2億3839万5900ドル
に比べ11．23％の減少である。この減少傾向は、
外国貿易に影響を与えた湾岸戦争（1990年8月
～）と、バギオ市の輸出関連ゾーンにある2つ
の工場の建物に損害を与えた大地震（1990年7
月）のためであった。
7．天然資源
　コルディリェラの豊かな天然資源は、フィリ
ピン全森林面積の10％を占めるその森林地帯に
ある。この地域はまた、広がりを持つ河川体系
の源としても知られている。そこには、もし開
発・利用されればフィリピンの全電力需要の58
％以上をまかなえるほどの、大きな可能性をも
った水力および地熱発電源となる、20もの河川
がある。
　1981年の鉱山局（Bureau　of　Mines）の報告
によれば、フィリピン全土の各鉱物資源埋蔵量
の内、金は38％、銅は22％、カドミウムは100
％、モリブデンは61％、亜鉛は4％のものが、
コルディリェラ地域にあると見積もられていた。
金属鉱物資源に加えて、この地域にはウラニウ
ムや石油の存在も発見されている。カリンガ・
アパヤオ州だけで、今でも開発予定の金山が36
もあるのである。
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B．コルディリェラの人々の自決権獲得闘争史
　自決権を求めてのコルディリェラの人々の何
世紀にもわたる闘争は、次の四段階をふまえた
コルディリェラにおける地域自治のための機構
作りの時期でもあった。その四段階とは、まず
最初は自治に関するコルディリェラの土着の経
験期、次に自治の歴史的体験期、さらにコルデ
ィリェラ地域のための開発ビジョンを定める目
的での継続的調査研究期、そして最後にコルデ
ィリェラ地域の地方分権統治を求めて陳1青を繰
り返す高度に政治的な意図をもった時期であっ
た。
　コルディリェラの人々は、彼らの豊かな土着
制度の慣行を通して、顕著な自治慣行を元来か
ら備えていた。
　コルディリェラの人々にとって土着の制度は、
共同体の福利や必要にこたえるべき社会一文化
的および政治的価値をとりまく生きた伝統であ
る。結果として、土着の制度は、一般的な社会
秩序を維持するのに果たすさまざまな機能を統
合する原理として役立っている。
　実生活において、この社会秩序という概念は
かかわり深く意味あるものであり、あらゆる形
態の正義が行き渡る満たされた基盤となるもの
である。
　社会秩序の助長促進は、コルディリェラの
人々の土着本来のアイデンティティと自給自足
の原則保持に、重大な貢献をしてきた。
　コルディリェラのコミュニティ生活にとって
基盤となり自治の本来伝統的な姿と考えられる、
土着の政治制度のひとつが平和協定（peace
pact）システムである。このシステムは、カリ
ンガ族やアブラ州のティンギャン族それにアパ
ヤオのイスネグ族の間ではプドン（pudoiz）ま
たはブドン（budong）と呼ばれ、マウンテン
州のボントック族ではペチェン（pechen）、そ
れにイフガオ族ではビヨ（biyo）またはプチョ
ン（Pltcholl）と呼ばれている。平和協定は、
双方的あるいはムラ間関係を規定する。協定締
結に際し、当事者の双方ふたつのムラは、具体
的な協約パグタ（pagta）を取り決める。その
内容は、牧草地や潅概の用水源や鉱物資源の開
発利用を含む領域問題、双方のムラ間の取引や
交易の問題、互いに対するそれぞれの政治的・
社会的義務の問題、罰されるべき罪の一覧とそ
れに応じた罰則規定の問題などである。自治を
行うということは、伝統的にはムラ自身がムラ
の福利と資源の制御に関する意思決定をくだす
ということである。　［“pagta”とは、スペイン
語で契約とか協定を意味する“pacto”が語源で
あろう。］
　また伝統的な経済組織もある。それは、とく
に経済的生産活動の諸段階で必要とされる労働
力やサービスの提供時の、相互扶助や共同体の
互助協同に基づくものである。このような協力
過程の中で、コミュニティ成員を結合させる要
因となるような互酬的権利義務関係のネットワ
ークが生まれる。この慣行によって、いかに土
地やその他の生産要因が、生産の平等原則を通
して、コミュニティの必要に見合うよう組織さ
れているかが分かる。この伝統は、カリンガで
はパング（pan8u）として知られている。カリ
ンガの人々にとって、パングは社会構造と経済
活動の間の相互関係に重大な役割を果たす。
人々の生産過程における相互の協力的な人間関
係が、一般にコミュニティの団結を表している。
　もしこれらの土着制度が、コルディリェラの
人々の自決を求めた闘争の中で、考慮するべき
重大なものとして今日でも存続しているとすれ
ば、それはこれらの制度が、植民地化される以
前からひとつの文化として発達し維持されてき
たものだからである。
　自治をめぐるコルディリェラの歴史的経験は、
スペインやアメリカの植民地支配に対する人々
の政治意識の萌芽として位置づけられる。
　植民地時代には、コルディリェラの人々の自
決を求めた闘争に、ふたつの主な要因が影響を
与えた。ひとつは、圧制法を通じた歴史的疎外
と彼らの先祖伝来の土地からの収奪であった。
もうひとつは、自主統治に関する諸権利、とく
に現存する独立自治的コルディリェラ共同体の
保持に関する主張であった。
　王制主義の下で、スペインのカダストラル
　（Cadastral：土地台帳）法が制度化され、そ
れに基づきすべての土地がトーレンス制度にな
らい登記される必要がでてきた。結果として、
登記されていないすべての土地は、それが先祖
伝来の土地であろうとも、公有地とされた。［土
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地はすべて国王に帰属するというスペイン統治
時代のトーレンス政策をアメリカも継承し、
1902年土地登記法によりトーレンス制度を敷い
た。これにより土地はすべていったん国有地と
なり、土地の権利者は国から土地の権利の譲渡
を受ける、すなわち、自己の権原を証明し権利
証の発給を受けて登記しなければならなくなっ
た。］
　アメリカ統治時代、1902年のフィリピン法案
（土地登記法）や1905年の公有地法によって、
スペイン統治時代の法政策の効果が再強化され
た。これらの法は実質的に、文化的共同体
（cultural　communities）から彼らの先祖伝来
の土地に対する所有権や占有権を奪うものであ
った。
　結果的に、アメリカ植民政策の下での1905年
の最初の鉱山法に基づき、すべての公有地すな
わち先祖伝来の土地が、アメリカの市民によっ
て踏査・購入・占有される可能性がでてきた。
　1935年の同様の鉱山法では、土着の鉱山採掘
を行う文化的共同体に対する罰則規定が設けら
れた。
　さらに1929年の行政命令第217号では、少数
民族の土地が、森林地帯や公園など国のための
保留地とされた。
　植民地時代における文化的共同体への無援助
・無配慮すなわち圧政が、コルディリェラの
人々の自決権を求めた闘争をより過激なものと
した。続いてアメリカ支配の最後の20年、この
ような不幸な状況が、その後も続く闘争の知的
構想を規定するのに大きな意味をもった。
　コルディリェラの学生およびバギオやマニラ
その他の低地にある地方の大学や短大の教員た
ちに導かれて、社会の中央主流に対する地域へ
の帰属意識の再構築を目指し、コルディリェラ
の人々の問に強い団結を生み出すことが重要な
課題となった。
　強力な団結心を生み出すことが、地方および
国家の政策決定に対等に参加できる者としての、
連帯感（一体意識）の主張に際し結合させる力
となった。
　マルコス大統領の戒厳令体制下（1972－1981）
で、アイデンティティ問題に関する知的興味・
関心が非常に盛り上がった。この当時、このよ
うな傾向はコルディリェラ地域だけに限られた
ことではなかった。それはまた、マルコス政府
の「民族の細分化あるいは少数民族化（ethnic
minoritization）」政策によって影響を受ける、
国内各地の少数民族の文化的共同体にまで広く
及んだ。　［この政策によって、文化的共同体を
もつ少数民族は、いわゆる二等市民と差別され
ることになった。］
　この政策は、フィリピン社会の中央主流から
文化的共同体の行く末を辺境と位置づけ、差別
したり無視し、また搾取・開発したり孤立化さ
せることになる。
　文化的共同体による先祖伝来の土地に関する
所有権のあらゆる主張を奪った植民政府の遺産
はs現在の国家法システムにより明確に残って
いる。
　このような植民政府の遺産を支える主な現行
法や政策には、1974年の先祖伝来の土地に関す
る布告（大統領布告第410号）や、改訂森林に
関する規約（大統領布告第705号）、それに1978
年の財産登記に関する布告がある。
　先祖伝来の土地に関する布告によって、文化
的共同体の占有する伝来の土地は、大規模な開
発のために移転や処分される可能性が認められ
た。また改訂森林規約によって、勾配18％（斜
度16．2度）以上のすべての土地は、農耕地や住
宅地には不適として利用不可能な土地と分類さ
れた。コルディリェラ地方の土地の大半はその
山岳地勢ゆえに勾配が18％以上であるので、こ
れらの大統領布告によって、実際には中央政府
がコルディリェラの大土地所有者となり、コル
ディリェラの人々は自らの土地の盗人あるいは
不法占拠者と見なされることになった。　［大半
のコルディリェラの土地が国有地とされ、政府
や企業のために開発されることになる。］
　明白にこれらの圧制法は現在でも生きており、
コルディリェラ地域の豊かな天然資源の大規模
開発事業を続けるために、ほとんど改善されて
いない。
　コルディリェラの場合、このような少数民族
政策は、マルコス政府の「分割統治（divide　and
rule）」戦略を具現化したものであった。それ
は当地域の広大で豊かな天然資源を開発するた
めに、地方や中央のまた多国籍の大規模事業を
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支援する目的で、政府に対するコルディリェラ
のコミュニティの激しい抵抗を和らげるためで
あった。
　これらの戦略は数段階に及ぶものであった。
まず第一段階は、現存するコルディリェラの自
治共同体のもつ土着の政治的あるいは経済的制
度を弱める努力である。次に第二段階として、
コルディリェラを2つの行政区域に分割する。
すなわち、マウンテンとベンゲットとアブラ州
およびバギオ市を第一地域（Region　l：イロ
置ス地方）に、またカリンガ・アパヤオとイフ
ガオ州を第二地域（Region　H：カガヤン・バ
レー地方）に分割する。そして第三段階は、こ
れら山岳共同体の人々を彼ら先祖伝来の土地か
ら追い出し処分する、より圧制的な法を制定す
ることである。
　この地域分割政策は、コルディリェラの各州
をイロコスおよびカガヤン・バレー地方の低地
民のための資源拠点とするだけでなく、低地民
に好まれるような計画にしたがって、山地民か
ら開発の資金・権利を奪うことにもなった。
　もうひとつの少数民族政策は、カリンガ・ア
パヤオとマウンテン州にわたるチコ川ダム計画
と、アブラ州のセロフィル資源会社（CRC）
の森林伐採計画、それにベンゲット州の継続開
発と鉱山採掘に現れていた。
　マニラ中央政府が、関係する人々との相談や
同意なしにこれらの計画を決定したので、チコ
ダムや森林伐採計画によって不利益を被るであ
ろう彼らは、ただちに計画に反対・抵抗した。
［これに乗じ1970年代以降、反政府ゲリラ（新
人民軍：NPA）などの活動が当地域で盛んに
なった。］
　この時、専門家やムラ社会の老若男女を問わ
ず、計画の実行に反対することで、強固な団結
心が彼らの間に実質的に生まれた。
　チコダム計画の場合、カリンガ・アパヤオ州
のカリンガ族とマウンテン州のボントック族は
土着の平和協定システムに訴え抵抗した。アブ
ラ州のテインギャン族の場合、CRCの森林伐
採操業に反対するに際し、カリンガやボントッ
クの人々と同様の平和協定関係を活用した。
　それにもかかわらず、コルディリェラ地域で
の無差別の森林伐採や鉱山採掘が続いているの
で、恒久的な環境の悪化や農産物の減少がもた
らされることになる。
　マルコス政権下の20年の間、人々の自決を求
めての闘争は新たな局面を示した。それは、当
地域の実行可能な開発ビジョンを求めるための、
熟慮された内省と大望を伴う継続的な運動であ
った。そしてその目標は、「コルディリェラの
人々による彼らのための開発を目指す」という
ものであった。
　コルディリェラの人々の開発ビジョンを求め
ての活動は、マルコス独裁政権の末期に、そし
て1986年のEDSA革命［エンリレ、ラモス、
アキノらを中心とした1986年2月の政変で「ピ
ープル・パワー革命」ともいう。］により、約
束された民主主義の回復に際し、地域自治を求
める強力な議会への働きかけの中に現れた。こ
の期間のコルディリェラの自治を求めての異な
る運動や力の出現が、コルディリェラの人々の
政治意識を高めることになったのである。
　コルディリェラ自治区（CAItR）に関する議
論は、以下の四項目の前提をもとになされてい
る。
1、直接民主制の慣行を守るコルディリェラの
　人々の土着制度の保持と、自主統治の強力な
　伝統に守られた経済的平等の促進。
2、物質的あるいは非物質的文明の基礎であり、
　また文化的統合やアイデンティティの源とな
　る、彼ら先祖伝来の土地の認識と回復。
3、植民地主義と中央集権化の複合過程のため
　に、共有されてきた少数民族政策と低開発の
　歴史。
4、豊かな天然資源に恵まれた、地域の社会一
　文化的および政治一経済的な開発・発展の促
　進。
　植民地時代以来の自決権を求めてのコルディ
リェラの人々の闘争には、不当な政策から自ら
を守り主張するための政治意識や警戒心や自決
心が、最初から明白に表れていた。
2章開発・発展に関する見通し
　この章では、講演研究会で言及された主に3
つの観点から、開発・発展に関する一般論を述
べることにする。その観点とは、（1）受け皿
の構築、（2）文化、（3）貧困である。そして
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最後に、コルディリェラ地域の問題点と必要性
に応じた、開発・発展に関して論じている。コ
ルディリェラ問題に関するさまざまな公開討論
会を通して、関心・議論が持ち上がったことは
注目されるべきことであり、コルディリェラの
人々にとって、このことの意義と関連は重大な
社会問題となる。
A．開発と受け皿の構築（Raul　P．de　Guzman
　の講演より抜粋）
1、開発とは、構造上の変化や進歩達成への過
　程と同様に、日常生活の社会的・文化的・経
　済的・政治的状況における進歩や向上にまつ
　わるものである。
2、受け皿を強固なものにするとは、開発を達
　成するのに個人的および組織的機能を強化し
　向上させることである。
3、開発を促進し達成するためにはいくつかの
　要件がある。すなわち、
　◇平和と秩序は、法による統治と政治的安定
　　に欠かせない条件である。
　◇機能する物的社会構造基盤は整備され、生
　　産力の恩恵を公正にかつ最適に利用するた
　　めの、均衡のとれた非中央集権（地方分権）
　　的で明瞭な経済計画に役立たねばならない。
　　当然のこととして、水や動力や通信そして
　　輸送システムなどの基本的公益事業は、開
　　発に端緒をつけるのに欠かせない。土着の
　　概念や方法や資源を利用する適切な技術は、
　　生産性や自助能力を促進向上させるだけで
　　なく、生産努力を支え開発の動機付けを再
　　活性化させる。教育や訓練の手段や制度に
　　よって、触媒の役割を果たす人的資源の開
　　発が確かなものとなり、組織的な開発推進
　　力が現実のものとなる。
◇健康のためのサー・一．ビスや施設は、生産可能
　　性を最大限にするために、人的資源の健康
　　を確保するものでなければならない。
B．開発と文化（Santiago　S．Simpasの講演よ
　り抜粋）
1、開発は、独自の文化的な基盤によってその
型が決まる。それ故、開発を分析するには、
文化やシステムの構成要素などいくつかの異
なる側面からの分析が含まれなければならな
い。すなわちその側面とは、
　◇価値観：良いか悪いかを判断・規定するた
　　めの基礎となる原理や理念
　◇目標：活動や干渉方法の問題やそれに関わ
　　る変化の過程の目指すもの
　◇政策：目標到達への問題に応じた活動のお
　　おまかな方策や指針
　◇計画：政策を達成するための広範囲にわた
　　る戦略
　◇事業：計画の一部をなす個々の的を得た活
　　動方針
　◇責務：事業を完遂させるのに必要な個別の
　　義務と責任
開発の統一ビジョンに基づくさまざまな政府レ
ベルにおける、開発の実行へ向けた複数レベル
のアプローチが必要である。つまり、中央国家
政府（ブイリピン国家）、地域政府（コルディ
リェラ地域）、地方政府（各州）それぞれのレ
ベルで、価値観・目標・政策・計画・事業・責
務を考慮しつつ、統一したビジョンをもたねば
ならない。
2、より下位の政府レベルでのいかなるシステ
　ムの構成要素でも、より上位の政府レベルの
　システムの構成要素にただちに統合され、そ
　の一部として機能しなければならない。
C．開発と貧困（Remigio　D．Ocenarの講演よ
　り抜粋）
　概念としての開発は、ある特別な目的の達成
を意味する規範用語である。その普遍的に受け
入れられる目的とは、生活の質の向上を保証し
助長するという背景の下で、人間としての完全
なる可能性の実現を目指すことである。
1、ひとつの過程として、開発には、過去ある
　いは現在の不満足な状況から、物質的また精
　神的な両側面における進歩・発展を示す理想
　の望まれる状況への、移行・変容が含まれる。
　広義には、この過程や概念はともにビジョン
　と表現されるかもしれない。
2、現在、フィリピンは低収入の結果としての
　貧困に悩まされている。失業や不完全就業が、
　さらに一人当たりの収入を減らしている。そ
　の上、人口のある一部の階層に収入財が集申
　する傾向の下で、経済成長の恩恵にあずかれ
　ない層もあり、富の不平等な分配が行われ、
　かくして貧困が減少することはまったくなか
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　った。
3、対応として、国の開発目標には次のような
　ものが公にされてきた。すなわち、（1）貧
　困の解消、（2）生産・雇用の増大、（3）平
等・公正と社会正義の促進、（4）経済成長
の持続達成である。さらに、今日の開発の評
価・分析の焦点は、貧困と失業と不公平に当
　たっている。
　　発展途上国において、問題解決のための努
力は、制度的なアプローチから開発のプラニ
　ングへ向かっている。プラニングは、変化を
招き地方政府の秩序ある成長を促すための、
制度的介入のメカニズムとなる。しかしなが
　らプランは、特殊部門を実行可能なものに導
　くはずの明白な目標・目的を含んでいる。’こ
れらの特殊部門がプログラムとプロジェクト
である。プログラムは、変化を招く相互に関
連したいくつかの活動より成っている。そし
てプロジェクトは、特別な時と所に応じたプ
　ログラムの一部である。プログラムやプロジ
　ェクトは、ただちに地方や国家の発展と地方
開発プラニングの手段となる。
4、開発の評価・分析は、今や貧困と失業と不
公平という観点に的がしぼられている。
D．コルディリェラ開発における論点と関心
（種々の公開討論会から）
1、コルデイリェラ自治法（CordiUera
Autonomous　Act）への反対。この自治法に
　関する最近の住民投票（1990年1月）では、
そこで提案された基本法が住民から拒否され
るという結果になった。それは、地域自治の
ために考案された機構が未だ実現可能なもの
ではなく、地方発展のための土台としてさま
　ざまなレベルで実行また継続できる自治を行
　う選択的可能性を探るべく、州や郡政府を刺
激するような地域自治の体制が整っていない
　ということを明らかにした。
2、変化に対する抵抗。開発の結果には、いつ
でも何らかの変化が伴う。たいていの人々は
変化を拒む。それ故に、変化を受け入れる体
制を作り出すことが重要である。このことが
開発への前提条件となる。
3、変化には、構造上のものと行動上のものが
ある。構造上のものとは、例えば地方分権や
地方自治を実施するための、制度的また政策
的な枠組み・機構に関するものである。一方
行動上のものとは、例えば官僚制度における
専門職的行動などである。
4、開発の評価。開発を評価するための、選択
的基準や標準あるいは社会・経済的指標を設
　ける必要がある。そして、政策の指針を公に
するには、事前の調査が十分になされねばな
　らない。まず強調されるべき政策の概要を決
めるには、いかなる開発の導入をはかる前で
　も、基本的生活に必需なものかを検討するこ
　とが大切である。
5、開発に必要なもの。最低限の開発に必要な
　ものとは、いかなる場合でも基本的必需品で
　あるが、目標や標準は地域的特性に見合った
　ものであり、特殊コミュニティや地方単位の
特別な必要・需要に応じたものとなるだろう。
　開発プログラムや活動プランの効果的実行を
概念化し引き受ける際には、異なるグループ
　を巻き込みそれぞれ任意の助力を頼むことが
重要となる。開発の発端は、ナショナリズム
　によって動機付けがなされねばならない。ま
　たそれは、統一的指針や明白なる優先順位、
　あるいは草の根庶民レベルで求められ促され
　た開発に関する、各部門での可能性や資源や
　さまざまな要素の現実的査定によって導かれ
　ねばならない。
6、開発の明白なるビジョンの必要性。国家の
指導による政治的援助は、地方レベルにおけ
　る国全体の開発利益の促進に基づいているも
　のではないが、さらに重要なことは、開発に
　応えるべく地方の主導性や資源を動員するの
　と同様に、地方開発の論点や問題を現実的に
　明らかにすることに基づいているものでもな
　い。このような事情であるから、開発のため
　の明白なるビジョンが必要となる。すなわち、
　次のような合理的計画・設計の輪郭を描ける
　ように、明確で効果的かつ実行可能な地方の
　開発プランの存在が必要である。それは、
　（1）必要性と問題点を明らかにし優先順位
　を付ける、（2）開発の目標や各計画を公的
　なものにする、（3）資源を効率的に発掘し
割り当て利用するというような設計である。
　そのようなプランでは、政治的援助が地方開
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　発の論点や要求に基づいてなされるよう効果
　的かつ正確に保証されねばならない。またそ
　の援助は、国会議員やその他の地方リーダー
　との政治的つながりあるいはそれらとの個人
　的関係に左右されてはならない。
7、地方政府と非政府組織（NGOs）との協力。
　地方分権と自治の促進は、法的レベルと実際
　の慣行のレベル双方で行われねばばらない。
　それは、地方が自ら可能性を模索し構築する
　ための大目標でなければならない。これら地
　方の主導のためには、実際機能し安定した
　NGOと地方政府間の協力作用関係ネットワ
　ークを作り出す際の、さまざまな異なるレベ
　ルの地方政府（州・市・郡・バランガイ）間
　の効果的な調整が必要である。地方政府と
　NGOsは、効果的に実行可能なあるいは実行
　されたことがない、それぞれ自身の開発の枠
　組み（すなわち政策、目的、そして計画）を
　もっている。それ故に、州や地域全体のため
　に効果的で要望に応えられる共通の開発枠組
　み体制を構築することが、それぞれにとって
　あるいはそれぞれの間に必要となる。
　　かくして、地方政府とNGO問のネットワ
　ークおよび開発のための共通の枠組み体制を
　創造することが重要となる。地域内の異なる
　郡や州の直面する重大な問題に注目すると、
　大量の再植林運動は、そのネットワークを実
　のあるものにするための刺激になるのと同様
　に、これらの諸問題のいくつかの解決に素早
　くかつ効果的に応えることになる。これらの
諸問題には、行き過ぎた森林伐採や鉱山採掘
　それに環境保全の失敗や農薬の誤った使用の
　ために、農業生産量が極端に減少したり農業
　を支える生態系システムが悪化することが含
　まれる。
8、農産物生産機能の地方分散化。より大きな
農業発展を促すものとして、より接近し需要
　に素早く応えられるように、郡レベルにまで
農産物生産機能の拡大を分散させることが求
　められねばならない。
9、産業用用地。経済開発エリアを限定すべく
可能な産業用地ゾーンを決定し、より多くの
個入投資を促す必要がある。
E．開発に関する論点と問題一マウンテン州の
　場合
　（Lily　Rose丁umapangの講演とマウンテン
　州に関する対話の抜粋から）
1、世帯別収入の低さ。工業生産を伴わなない
　主に農業経済と若干の卸し・小売りの商業活
　動のために、世帯収入は年平均5，000から6，000
　ペソに過ぎない。
2、低生産性。農業が主な生計手段であるが、
　それは高地には適さない場合でも稲作に集中
　し過ぎている。農林業や果実生産のための開
　発の可能性は、限られた農耕地（例えば、2
　万2千ヘクタールの土地の内2、3千ヘクタ
　ールのみが農耕地となっている）や、農耕技
術の未熟さおよび不適当な援助サービス（潅
　慨システムの未発達や道路事情および市場施
設の不備）のために、まだまだ残されている。
3、開発のための主な手段としての農業。農業
部門における低生産性と定収入レベルや、唯
一と言ってよい生業としての農耕に関して選
択的な発展戦略を用いるようにとの指摘にも
かかわらず、農業は開発のために最も現実味
のある手段であると分かる。穀物生産による
収入はもうすでに限界にきている。そこで、
柑橘類や苗木の生産および林業にまつわる生
産、それにドイツ政府援助によるモデル農園
　の建設もすでに始まっている。そうして、雑
多な作物栽培などを含む農業発展が推進され
るべきである。創造的で効果的な戦略は、技
術移転や重要な地方の土着技術の革新、農業
生産増大への根本的な働きかけ、また同様に
市場の充実および農工業全般を活性化させる
戦略や計画、それらに関する問題を扱うべく
はっきりと公にされねばならない。
4、プロジェクトの計画と実行。この役割を果
たすべき職員の間に、技術的および行政的能
力が著しく欠けている。マウンテン州には適
　さない規準をもった、非現実的な国家プラニ
　ングが推し進められている。地方の独自予算
ではプロジェクトやサービスのための最小限
の割り当てしか負担できないし、そのことは
計画や事業の管理・推進に政治家たちの多大
な干渉を受けることで混乱を招くことになる。
不完全なプロジェクトの監督が、効果的とは
思えない事業監視委員会（PMCs）によって
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　　地方の財政源の決定的な不足によって、州
　土木局（PEO）が請け負い業者と契約交渉
　を担当するわけだが、重要な公共事業や社会
基盤整備事業に関する計画の完遂および作業
　日程が遅れる原因となる、支払い金の遅延や
　中断がおこる。
　　地方政府単位にプロジェクトの実行責任を
負わせるような、地方分権政策実施への移行
が遅れている。
　　開発へのアプローチと国家的計画や政策の
立案戦略を分権のもと地方にも与える必要が
あるし、それと同様に、国家的開発の枠組み
　を地方レベルのより特殊な目標・目的に合わ
せようとする必要性もある。
　　地方の指導者は、NGOsの重要な役割と、
特に国家機関との緊密な調整や関係網の価値
ある重要性を認識しなければならない。
5、国の環境状況の悪化。環境天然資源省
　（DENR）のさまざまなプロジェクトの実行
にもかかわらず、DENRの職員の技術能力
不足によって、水の供給不足や森林の伐採裸
出化を招く原因となる、河川流域の管理の失
敗が結果として起こった。自然環境の悪化を
阻止するために、以下のような事柄が提起さ
れ実行されねばならない。すなわち、
◇人々への集中的な草の根からの教育活動が
　必要である。それと同様に、環境や資源の
　保全・管理に関する戦略やプログラム（例
　　えば河川流域や森林植林の開発）に参加す
　べき、私的自発的組織（PVOs）が組織化
　　されなければならない。
◇法律の強化と監視体制の整備や、法的に公
　　にし強化し監督する際の選択的協定の取り
　決めにおいて、PVOsの助力を利用する必
　要がある。
◇政府や人々の責任感と無関心を取り除く対
　応を強化するための、プログラムが必要で
　ある。
◇政府内の収賄や汚職を点検し、開発を前提
　　とした行動に人々を駆り立てるために、市
　民団体やその他の組織を作ることが必要で
　ある。
◇例えば、長期間にわたる開発の立案から計
　画や事業の実施また管理において、政府機
　関や関連集団の技術面および運営面での知
　識や能力を増す必要がある。
◇この分野における国家法や地方法の施行に
　関して、実施機関の不明瞭さの問題を点検
　することが肝要である。また法や規則の存
　在、監視および検討機構、現に起こった偶
　発事（たとえば材木の販売規制の必要）に
　対応する組織や戦略の強化を再調査するこ
　とも重要である。
◇これらの事柄や計画において、一般の人々
　を巻き込み関心をもたせるような、草の根
　底辺からのプラニング構想にバランガイ自
　体が関与することが必要である。
◇より多くの資金が、プロジェクトを調査し
　発展させるためにつぎ込まれねばならない。
　たとえば、多目的であったり特殊な機能を
　発展させるべく、また必要なもののさまざ
　まな保存や管理に見合うように、多くの資
　金が必要となる。
◇必要なるアクセス。道路網が決定的に未発
　達である。現存する道路、特に国やバラン
　ガイの道路は悪い状態である。そして、農
　業を発展させる契機としての道路網の重要
　性は際立ったものがある。さらにまた、未
　発達な道路網と輸送手段は、異なる部門・
　機関間の効果的連結や、健康・医療部門で
　の近接・関係網の連絡を妨げ支障をきたし
　てきた。
◇未利用あるいは不完全利用の人的資源の移
　出。専門職や未熟練労働者でさえ、バギオ
　市などのような都市部へ職を求めて移住す
　る。教育や医療部門でさえ、低賃金のため
　それに見合う人を職に就かせることが困難
　である。また地区監督者は、教師たちがそ
　の専門能力を増し磨けるような奨学プログ
　ラムを実施しようとするが、しばしばそれ
　に失敗する。
◇土地の分類階層化。マウンテン州の全土地
　の大半（82％）が森林山岳地帯であり、わ
　ずか1，633ヘクタールの土地が耕作されて
　いるに過ぎない。さまざまな大統領布告
　（PDs）でもって、これらの土地の大部分
　を、森林公園や留保森林あるいは先祖伝来
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　の土地としてきた。このことは、さらなる
　開発の選択可能性を要求するものである。
◇投資の不足。多くの未開発の潜在可能性（た
　とえば低開発の旅行産業）があるにもかか
　わらず、投資する者がいない。このことは、
　不十分な支援サービス、製造・販売（市場
　売買）施設の不備、輸送道路の不備、金詰
　まりの信用債権や取引要求、そして限られ
　た有効な資本のためであるかもしれない。
◇平和と秩序。1987年以来関連した事件は減
　少しているにもかかわらず、いまだに地方
　の安全性には問題がある。
◇地方政府の行政能力と財政能力。一般に、
　地方政府が機能するには資金が不十分であ
　る。その主な収入減は国からの補助金であ
　る。国から見て郡政府は6段階で、州政府
　は5段階目に位置する。たいていのプロジ
　ェクトの資金繰りは、国の縦割りの機関に
　よって引き受けられている。資金不足のた
　めに、関係する人々の訓練や職員の質の向
　上の機会が限られる。そうして、開発を目
　指すよう教え込むのに欠かせない、訓練や
　専門開発プログラムの重要性も低く押さえ
　られてしまう。州の病院やその他の医療サ
　ービスセンターでは、薬や治療用具を医療
　メーカーに多大に借財してきた。そして、
　利益をあげられるほど収入の増加する可能
　性はなく、維持してゆくのに最低限の収益
　があるだけである。
◇独占と非良心的な商取引慣習。市場での精
　選された生活必需品の最高価格の強制の問
　題は、供給の独占あるいは特定の取引部門
　による精選された必需な消費財やサービス
　を制御・分配する際のさまざまな戦略によ
　るものである。商工業省（DTI）は、商取
　引を規制したり違法で非良心的な商取引慣
　習を是正するために、あらゆる法的手段を
　思慮深く最大限に効率よく行使しなければ
　ならない。DTIは、消費者保護サービス
　を強化する立場から、地方の私的な自発組
　織に取引や商業活動を監督・点検させられ
　るようにその強化・促進を積極的にはかる。
　また同様にDTIは、重大なる消費者の関
心事としての、活動プランを実行に移せる
　ような能力を、私的な自発組織に身につけ
　させられるように努めなければならない。
◇地震対策の基金と援助。最近の地震（1990
　年7月）で、学校の施設がそれほど重大な
　被害をたとえ受けなかったとしても、地震
　援助基金が小さな損害の修復に転用された
　り、間に合わせの学校校舎建設を意図した
　そのような施設の復興に転用され得るかと
　いう点で、法的な疑問が存在している。
◇低い教育レベル。低い教育レベルによる実
　行にかかわる問題は、さまざまなプログラ
　ム（たとえば、家族計画プログラムや結核
　対策プログラム）の効果を低下させている
　点である。訓練や教育のサービスおよびプ
　ログラムは、草の根レベルにまで浸透する
　ように考慮されねばならない。
3章　開発の受け皿構築にまつわる論点と問題
　コルディリェラでのさまざまな講演研究会で
は、一般的な公共行政と特殊な地方政府におけ
る受け皿構築の、4つの主な関心分野が議論さ
れた。その四分野とは詳しくは次の通りであっ
た。すなわち、人的資源開発、組織と管理運営、
指導者の説明責任、それに開発の立案と実行で
ある。
A．人的資源開発
1、人的資源開発の概念（Perfecto　L．Padilla
　の講演より抜粋）
　◇人的資源開発とは、一般的あるいは特殊な
　　部門の職員のための、さまざまなタイプや
　　レベルの異なる技術的また行政的能力を開
　　発しようとする戦略に言及するものである。
　◇組織が、人的資源開発のために新しい試み
　　や見通しや方向性を全体として示しながら
　　も、元来行おうと意図していなかった機能
　　や使命を割当てられる時に、人的資源開発
　　に関する問題が生じる。地方政府は、地方
　　開発においてますます個人的な部門の参加
　　を制度化するような国の開発政策や目標に
　　よって大枠が決められた、2つの拡大され
　　た機能／役割を取り入れなければならない。
　　新しい任務や役目が生まれるかもしれない
　　し、あるいは新しい事業や追加目標が与え
　　られる職責ができるかもしれない。
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◇行政的／政治的地方分権や地方自治が国家
　　の政策目標および国家の開発戦略になって
　　以来、コルディリェラ基本法への反対にも
　　かかわらず、地方政府へ権力や機能を分散
　　させようとする動きは顕著である。地方政
　府のもつ可能性は、国の開発目標と結局の
　　ところ矛盾せずにかかわるであろう拡大さ
　　れた権力と機能を担うように、発展してい
　　かねばならない。
2、職員にまつわる論点と問題（講演と参加者
　　の反応／批判からの抜粋）
◇不十分な給与。低賃金が、地方政府の職員
　　に他のパートタイムの職に就かせるのをあ
　　おってきた。それ故に、本来の彼らの職務
　　の遂行に支障をきたしている。
◇手ごたえのない訓練プログラム。前もって
　用意された訓練プログラムを単に繰り返し
　　たり不適切に利用したり、あるいは訓練コ
　　ースの場を型通りなぞらせるだけの大半の
　　訓練教官の慣行は、目指す開発の方向づけ
　　の不在を示している。組織的能力を発展さ
　せる選択コースや問題解決への最善のアプ
　　ローチを求めることに失敗したために、独
　創性や指導性が失われ、人的資源が誤って
　利用されている。
◇参加者／訓練を受ける者の不適切な選抜。
　　参加者を選ぶ際に繰り返される問題点は、
　何故にその訓練が必要で何人がそれを必要
　　としているかということではなく、むしろ
　　どのようなタイプの訓練プログラムが求め
　　られ、また誰が求めているかあるいは誰の
　　ためにそれが求められているかということ
　　によって、選抜がしばしばなされるという
　　ことである。参加者の選抜は、組織の必要
　性により決められまたその機能が果たされ
　　るように、実施されねばならない重要な必
　　須要件である。
◇訓練プログラムにおける目指す価値観形成
　　の欠如。政府職員の倫理的あるいは道徳的
　　性質の向上・強化、収賄や汚職のチェック、
　　そして最終的には適切で効果的な公共サー
　　ビスを促進するために、目指すべき価値形
　　成のための要件が、訓練プログラムの中に
　含まれるべきである。政府の公共サービス
　における倫理規定は、これらのプログラム
　のための政策指針として役立つ有用な方便
　　となるはずである。
◇現役地方行政官の不足。開発プログラムお
　　よびその論点や可能性に取り組む際に、異
　　なった見通し・視点が採用されるかもしれ
　　ない。しかし、未だに人的資源開発は、国
　の機関の職員に取って代わられており、ひ
　いては国の機関の機能を地方レベルで担え
　　るような地方の技術職員の、とくに不適格
　性や能力不足という点について見れば、最
　　も厳しい状況にあると言わざるを得ない。
　　この点に関して、地方行政官たちは断固た
　　る政治的意志の強さを示し、公然とその存
　在を表明して、実際に活動的な代理人とし
　　て奉仕しなければならない。
◇高等専門機関の果たすべき役割。一般民衆
　　の意志表示や市民参加のための機関として、
　　また開発調整や民衆への権限付与の欠如に
　　応じて、社会の基盤構造が強化されねばな
　　らない。高等専門機関は、教育や訓練およ
　　び目指す価値を新たに方向づけるプログラ
　　ムなどに関して、役立つためには未だ困難
　　な状況に置かれている。
B．組織と管理運営
1、組織と管理運営の概念（Raul　P．de　Guzman
の講演より抜粋）
◇組織とは、表明された使命や意図が、最も
　　適切で効果的に達成されるような方法で、
　　資源を組織的かつ系統的に連携・結合させ
　　るものである。それには、権力関係を対抗
　　させる静態的パターンの創設が含まれる。
◇管理運営とは、集団の目標を達成させるべ
　　く組織職員の活動に対して、指導性と方向
　　づけを与える動態的プロセスを指している。
　　それは、末端レベルの小集団にまで適用さ
　　れる。
　◇内部および外部の管理運営。内部管理とは、
　　全体としてある集団の動態やその組織的構
　　成要素を見極め制御することを言う。内部
　　管理のひとつの重要でかつ決まり切った役
　　割は、その場で協議事項が準備され記録さ
　　れ、また議論されるべき目的が明らかにさ
　　れねばならない職員会合を、効率よく開く
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　　ことである。会合は定期的に行われ、積極
　　的参加を促し議論を盛り上げられるような、
　　すぐれた議長によって司られなければなら
　　ない。そして有能な秘書官が、文書管理や
　　その他の行政上の職分にとっては欠かせな
　　いものである。一方外部管理とは、ある集
　　団の働きや役割の目指すところである、相
　　手方・受益者に焦点を移し管理することで
　　ある。
　◇組織や管理運営に関して、いかなる制度の
　　上でもその出発点や論理的根拠は、目標あ
　　るいは目的としてあげられた使命／意図に
　　そうものでなければならない。またその目
　　標や標準は、地域特性をもったものであり、
　　特殊共同体あるいは地方単位の独自の必要
　　や要求に応じたものであるべきである。
2、効果的コミュニケーション概念（May
　　Pamuspusanの講演より抜粋）
　◇効果的コミュニケーションは、一般的にい
　　かなる組織においても重要であり、地方の
　　官吏が人々と共にまた人々のために奉仕す
　　る機関の一・．mを担うようになって以来、と
　　くに地方政府において重要である。話すこ
　　とは人間の基本的な活動であり、同時に複
　　合的な社会現象でもある。そして、それに
　　は組織的な目標を達成する上で、効果的に
　　働きまた適切に利用されなければならない
　　技術が含まれている。
◇人々や社会構造の中で、アイデアが循環的
　　／弁証的に浮かんでくるために、演説が社
　　会制度の働きを促進することになるので、
　　コミュニケーションは社会の凝集力を高め
　　るのに探求されるべき手段となる。
◇コミュニケー・一一一ションは、次の要素・観点か
　　らあるシステムとして見なされるかもしれ
　　ない。すなわち、メッセージの発信源とし
　　ての話し手、アイデアあるいは伝えられる
　　べき概念としてのメッセージ、メッセージ
　　の媒体としてのチャンネル、そして聞き手
　　である。
3、組織と管理運営の論点と問題（各講演と参
加者の意見からの抜粋）
◇地方の立法議会による行政機能への干渉。
　　国家レベルでの、上院と下院に対応する政
　府の行政出先機関間における行政および立
　法機能の曖昧な線引きは、また地方レベル
　でも共通の問題となっている。地方の立法
　議会による「干渉」は、行政出先機関の役
　割の一部を自ら担う混成組織団体としてで
　はなく、個々の公共職員として特権的に振
　る舞う個人メンバーたちによってなされる
　のかもしれない。地方政府局の注意を引き
　付けてきたこの問題は、新たな方向を模索
　する地方役人たちによって、次のような観
　点から提議された。すなわち、（1）彼ら
　の適切なる職務と、（2）彼らの裁量管轄
　権限内での効果的な役割実行という観点か
　らである。効果的な地方立法における訓練
　プログラムは、地方立法者のために計画さ
　れ実施された。地方の立法議会のメンバー
　たちは、開発要求に応じて関連した法令や
　決議を成文化する際の術を強化するだけで
　なく、行政機能がその管轄権限を超えるこ
　とがあるということも学ぶであろうと期待
　されている。
◇一部地方役入の抵抗。行政命令175号によ
　り指導された開発プログラムにおいて、地
　方開発会議を手助けするための郡や州レベ
　ルの開発プロジェクト監督チームの組織化
　に、一部の地方役人が抵抗している。
◇再組織化。給与基準法や人的資源開発プロ
　グラムを整備実施に移すことが、再組織化
　よりむしろ、組織や管理運営の問題に対し
　て最も有効な解決となる。職務遂行におけ
　る役割重複やその不適切・非効率性の問題
　は、それぞれの任務や地位に従った、特徴
　ある義務や責任要素を明らかに示すことに
　よって浮き彫りにされるにちがいない。
◇コミュニケーション・プロセスの断絶。コ
　ミュニケーションは文化的枠組みの中でな
　されるために、このような問題が起こる。
　それ故に実際のコミュニケーションに携わ
　る、個人や集団の特殊な文化的背景や経験
　を考慮に入れることが必要となる。
◇メッセージの選択的認知と受容。この問題
　は、コミュニケーションの各要素の分断と
　非効率的な活用によって引き起こされる。
　コミュニケーションが有効・適切になされ
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　　るためには、そのプロセスにかかわる人々
　　の人格が、あらゆる面で磨かれなければな
　　らない。非言語コミュニケーションの技術
　　が利用されるべきである。なぜならそれに
　　よって、メッセージの効果的な伝達や受容
　　のための適切なる感情的態勢が整えられる
　　からである。
C．指導者に求められる説明責任
1、説明貴任の概念（Santiago　S．Simpasの講
演を土台にして）
◇説明責任とは、憲法の中に込められた価値
　　あるものである。第1璋第1節に、次のよ
　　うに述べられている。公的任務とは公共の
　　信頼を得たものであり、公的職員や従業員
　　はいつでも人々に対して責任を負わねばな
　　らない。すなわち、彼らは最大の責任感や
　　正直さや忠誠心そして有能をもって人々に
　　奉仕し、実際に参加し正義をもって振る舞
　　い、また分相応な生活を営むことを旨とす
　　る。
◇協力関係は、他の組織的な機能と同様にプ
　　ロジェクトを実行する際の、責任能力をも
　　った指導者によって強化される。とくに公
　　共サービスにおいて、この指導性を増強さ
　　せる重要性は、憲法の第11章第1節に述べ
　　られている。これらの重要性は、同じ目標
　　に向けられたフィリピン社会に以前から根
　差し見られる、現存価値システムを強化・
　補強するものである。
◇とくに公共サービスのための、いくつかの
　指導者の責務遂行の基準は、早くから共和
　　国法令6713号すなわちその倫理規定に盛り
　込まれていた。それには、以下のようなも
　　のが含まれている。すなわち、公共の利益
　　（大多数の者）への献身、専門家気質（専
　　門的職業の最高水準・倫理観の証し）、正
　義感と誠実さ（平等・公正・透明性の原則
　　の厳守）、政治的中立（党派的政策に巻き
　込まれることのない公平さ）、公共大衆へ
　　の対応・共鳴（大衆の声・意見・要求・願
　望への鋭敏な反応つまり代理人や指導者た
　　ちは人々を激励し、彼らが公共利益に従っ
　　て行動するような環境を作り出さなければ
　　ならない。）、国民意識と愛国心（国を愛す
　　ること）、質素な生活（その人の資産や能
　　力に見合った生活）である。
2、指導者の責務に関する論点（Santiago　S．
　Simpasの講演より抜粋）
　説明貴任は委託された活動に関する知識があ
ろうとなかろうと果たされねばならないので、
必ずしも責任遂行を意味するものではないかも
しれない。義務遂行の責任は、直接の監督や部
下の行動 監視と制御を含み、本質的には任務
に付随したものである。この関係は、直接責務
や責任を負わないのではなく、自らの行動にも
法的／道義的責任を負い、自らの指導のもとで
の部下の行動にも責任を負うことになる、指導
者たちにジレンマをもたらしてきた。目標を達
成しあるいは大衆に利益をもたらそうとする願
望のために、指導者の中には、確立された体系
や規則の「灰色な部分」と知りつつ危険を冒し
ながらも、専門的に違法な手段に訴える者もい
る。
D．開発計画：概念、端緒、過程そして統合さ
　れた地域開発計画
1、開発へのアプローチと戦略（Leo　Quitos，
　Aurelio　Labanen，Remigio　Ocenarらの講演よ
　り抜粋）
　ポイントは、国家の開発目標、貧困の緩和、
雇用の創出、社会正義／社会発展、それに経済
成長である。
　現在の開発に関する問題や論点に応じて、政
府はまず初めに部門別アプローチを取り入れた。
そこでは、個々の政府機関／官公庁の機能やプ
ログラムが縦割りにされ、それぞれ特殊部門の
受益者に供そうとすることになる。そのため、
資源問題の損失に帰着する活動に共に関係して
いるにもかかわらず、そこには協力・調整する
ような連携が生まれない。
　これらの欠点に応えるべく、統合地域開発
（IAD）アプローチが用意される。そこでは、
地方開発会議（LDCs）の運用に移せる実行可
能性や有効性が問題となる。地方開発会議はま
た、その他の政府機関と協力して、広範囲にわ
たる調整努力をする際にさまざまな組織を集め、
各種のサービスやプロジェクトを総合的にまと
める、計画運営会議（PMC）を形成する。地
方役人たちは、政府組織（GOs）と非政府組織
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（NGOs）の協調努力を監督するエリア・マ不．
一ジャーとして、地方開発会議を主催する。
　統合地域開発の概念は、以下のように特徴付
けられる、「上意下達」のプラニング方法とは
区別される、「下意上達」のプラニングを用い
ることで意味をもつ。そこでまず、上意下達プ
ラニングとは、国家の政策立案・実行者と草の
根・民衆の受益者を垂直的に調整するものであ
り、下意上達プラニングとは、同エリアでの関
連事項をGOsとNGOsを含み水平的に調整す
るものである。また前者では、目標やプログラ
ムは、地方の受益者から地方の優先関心事を聞
きそれに配慮するという有効手段を取らずに、
上から下に一方的に押し付けられることになり、
それぞれ部局ごとの機能で縦割りに分割された
プログラムは、中央の権威に対して責任を負う
ことになる。一方後者では、地方開発会議はす
べてのレベルで有用かつ機能的な調整機関とし
て役立つ決定的装置となり、そこでは下位で立
案し優先順位を付け編成したことが、上位の政
府指導者たちの考える広範な開発枠組みに統合
されるべく実行に移されることになる。
　統合地域開発下の各州地方での開発は、提携
した都市部の処理および奉仕（拡張）センター
と周辺田園部の農業産出経済からなる、郡レベ
ルの集合によって成り立っている。
　また統合地域開発下の各州地方でのアプロー
チでは、次のような変数が考慮されることにな
る。それは、提携拡張センターとその周辺のエ
リア郡、特色・特徴・問題それに顕在的あるい
は潜在的資源、開発推進力、戦略とプログラム、
立案・調整・財源・資源・技術的基礎それに組
織や管理・運営のための骨組みである。
　地方の開発立案方法を用いる開発戦略は、と
くに農業部門に焦点を当てた、生計プロジェク
トを公的なものにするために見られる。望まれ
る状況と現状との間の明らかにされた隔たりや
問題点を根本的に克服する目的で、諸問題に効
果的に対応するために開発の周縁部を劇るもの
として、さまざまなプロジェクトが規定される。
アブラ（Abra）州における低開発の問題は、
当該州が基本的に農業経済によっているので、
生計プロジェクトの戦略をもちいることで効果
的に言及されるかもしれない。この戦略は、接
近の困難さや不正な収入利用、技術の未熟さや
知識の不足、それに低生産性やかかわる人々の
不良な健康状態などが主な原因となっている、
低開発の悪循環を打破することが目的である。
大ざっぱに分類すれば、アブラ州のさまざまな
問題は、貧困や文盲や病気それに低調で遅れた
市民意識に集約される。それ故に、開発の戦略
的枠組みは、生産性を最大限に高めたり、識字
率を上げたり、健康の増進や市民の組織化を実
現させることを主な目的として、生計や教育や
健康それに自治に焦点を当てなければならない。
　生計の源は農業を基盤とするものであり、農
業部門での干渉・調整にはすでに、科学的調査
や技術の発生それに開発や統合や伝播などの力
学が働いているかもしれないので、生計プロジ
ェクトはまた、農業を拡大する効果的な端緒に
なるものとして見なされるであろう。
　先に述べたように、プログラム／プロジェク
トは、以下のような異なる理論的見解に基づい
て、国家のあるいは地方の開発プラニングのた
めの当面の指針となる。すなわち、開発過程で
の末端部分の切り捨てつまり現状における変化
を生じさせる先導役となるべきプログラム／プ
ロジェクト、政府内での政策立案・決定者の注
意を引き関心を呼び起こす開発の特典を与えら
れた部分、その重要性が人々の生活の質の向上
に直接かかわる開発の決定的要素、開発を促進
させる主導権を刺激し強化する強壮剤である。
　この観点から、開発と管理・運営のプログラ
ムおよびプロジェクト（PPDM）は、国家レベ
ルにかかわる国家プログラムが市民の参加を活
発に伴う地方レベルのプロジェクトとして機能
する際には、肝要な役割を担う。地方開発会議
により推し進められた地方の開発主導権はまた、
PPDMの重要な要素である洗練された技術や
利用可能な資源量の尺度などのような、複数の
プラニング変数を考慮した上のものでなければ
ならない。
2、開発へのアプローチと戦略に関する論点
　　（様々な講演と反応／批判を土台にして）
　◇既得権。開発とは、それにかかわるすべて
　　の仲介・代理人を巻き込んで、ひとつの目
　　標を目指し努力が結集された結果である。
　　プロジェクトやその他の開発主導権は、地
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　方の行政官や立法者が交替する際に、政治
　的既得権益の道具となる。しかしこのこと
　は、情報が行き渡り組織化も進み政治意識
　の発達した市民たちから沸き上がる、民衆
　の力によって防ぐことができる。これらに
　かかわる市民たちは、あるプロジェクトを
　追求し運用するのに適した、技術専門家た
　ちを制御し利用することができる。このよ
　うな状況では、地方行政官や任命された技
　術職員たちは、相談の窓口となり、より上
　位の国家政府と人々の間の協力関係を生み
　出す先導役とならなければならない。
◇生計プロジェクトから受ける利益。生計活
　動は、収入をいかに生み出し、それを最大
　限に増やし、またそれを分配するかに関心
　の中心がある。さらに重要なことは、誰が
　最も多くの収益を得るかという問題である。
　それは企業家であろうか。あるいは、生産
　に直接かかわる人たちであろうか。
◇統合的機構の必要性。統合地域開発プロジ
　ェクトは、それを構成するすべての地方自
　治体に公平に利益をもたらすことができた。
　しかしながら、経済成長を刺激するような
　開発群にとって、統合的結合・連鎖は、道
　路網や公共市場を通して発展するものでな
　ければならない。言い換えれば、物理的な
　構造基盤が、開発群を機能させるため（た
　とえば、商業および市場活動を盛んにする
　ため）の連結機構として役立つためには、
　最優先されなければならない。さまざまな
　レベルで、異なる開発調整会議の機能を強
　化する必要性もまたある。
◇平和と秩序。開発プラニングにおける重要
　な前提条件として、その地方の安全状態を
　考慮することは欠かせない。安定した平和
　や秩序が備わっていれば、資本はより少な
　くて済み労働力をより集中して必要とする、
　観光事業や高地での家畜飼育などのような
　他の開発選択肢が広がる。
◇現在の問題点。いかなる接近や戦略を取ろ
　うとも、開発を立案する際にはまた、森林
　保全や環境の保護管理や土地利用などのよ
　うな、重大な直面している問題を考慮しな
　ければならない。これらの問題点は、地方
　の開発とますますかかわりをもってきてお
　　り、それ故立案者たちによって言及される
　べきである。
◇開発に対する姿勢。開発プログラムは、開
　発を受け入れる方向への有効な態度の変化
　　において、教育的な価値をもったものでな
　　ければならない。このためには、歴史的な
　　制度や土着の文化の保護、現状の社会一政
　　治的筋書きの批判的検討や評価、それに
　　人々の利益を増大し対話や統一行動を目指
　　す様々なフォーラム（公開討論会）を催す
　　など、人々の組織を強化するための道筋を
　　つけるような開発を保証する目的で、徹底
　　した文化的前提条件の再調査が必要となる。
3、地方の開発立案と実行の為の調整（講演や
パネル討論からの抜粋）
◇調整は、いかなる地方政府の開発ビジョン
　　を実現させる際にも、重大な役割を担う。
　　調整は、共通の目的をもって連携を行う活
　　動の調和の取れた統合の力量にかかってい
　　る。組織の調整能力を分析するのに、有用
　　な欠くことのできないいくつかの要素／視
　　点は、次のようなものである。すなわち、
　　効果的に働き明白で断定的に委ねられたリ
　　ーダーシップ／指導性、目標やビジョンの
　　類似性それに優先計画案の一般人の認識、
　　調整会議の権威の形成や拡大、技術スタッ
　　フの資格／能力である。
　　　調整は、官僚制度における垂直的および
　　水平的つながりによって、特徴づけられね
　　ばならない。このことを認識した上で、行
　　政命令319号は、GOとNGOの提携／パー
　　トナーシップの機構を稼働させるべく、ま
　　た有害な競争やその他開発の妨げを減らす
　　べく法制化された。さらに、この行政命令
　　の下では、地方のリーダーシップが現状の
　　調整メカニズムを利用するために奨励され
　　る。
◇調整のメカニズムとプロセスは、既存の官
　　僚制の下で果たすべき役割を方向づける稼
　　働媒介変数によって規定された、構造的相
　　互連鎖と機能的手続きである。
◇メカニズム機構とプロセス過程を通した調
　　整の原理には、組織における最も困難な問
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　題が常に伴っている。それは、ますます専
　門化する傾向や、現在果たしている機能の
　拡大や新しい機能の模索や探求、それに制
　度的変化の問題（補足的な機能の重複や矛
　盾した機能が生まれる可能性には触れない
　として）などを考慮しなければならないか
　らである。
◇調整活動には、単なる情報の交換から交渉
　や制御／強制まで含まれるかもしれない。
◇調整にはまた、組織内での取り組み姿勢の
　問題や構造上の問題も含まれる。
◇調整は、共通目的を達成するための行動を
　起こさせる努力を結集した有機体のような
　ものである。この定義には、次のような要
　件が暗に含まれている。すなわち、組織（化）、
　「集約的努力」の存在、統一行動の存在、
　限定された「共通目的あるいは目標」の存
　在である。
◇試みられ得るひとつの調整メカニズムは、
　マトリックス（鋳型）アプローチである。
　さまざまな集団や部門や制度が提示され、
　プロジェクト管理・運営チーム（PMT）
　あるいは地方開発会議（LDC）が形成さ
　れるかもしれない。以下に、調整メカニズ
　ム形成に有用な地方政府レベルと部門エリ
　アのマトリックスを示してみたい。地方政
　府レベルとしては、上位から下位に、地域、
　州または特別市、郡、それに行政村であり、
　部門エリアとしては、農業、健康、公共事
　業、その他が考えられる。
◇マトリックス・アプローチには次のような
　長所がある。すなわち、特殊部門の利益が
　明示され見込まれるかもしれないこと、地
　方政府と諸部門の連絡が促進されること、
　これらのメカニズムを通してさまざまな利
　益がひとつの開発行為プログラムに統一さ
　れることである。
◇プロジェクト実行者たちの間における調整
　のまずさが、しばしばそのプロジェクトの
　失敗する主な原因となってきた。情報と調
　整は、行動の管理原理としてはあらを捜す
　ようなものになりかねない。それには、よ
　り広範な目標を目指し確証のある活動を達
　成するべく、さまざまな潜在的に対立する
　　目的や課題を合致させることが含まれる。
　　個々の事項に基づき潜在的に対立している
　　目的があるにもかかわらず、いったん合意
　　達成されれば、異なる関心要素の合致によ
　　って、システムにおける連携が生まれるこ
　　とになる。
◇地方開発会議（LDC）は、調整機能と制
　　御機能の双方を果たす。それは、地方選出
　　の国会議員の基金によって設立されたもの
　　を含むあらゆる開発プロジェクトが、その
　　会議のプランの範囲内で適合するものでな
　　ければならないとする、提案された地方政
　　府条例に盛り込まれたものに基づいている。
　　しかしながら、次のような申し合わせの下
　　でも、さまざま複雑な問題が起こり得る。
　　その協定とは、（1）LDCの権威の限界あ
　　るいは範囲、（2）LDCに付随するものの
　　範囲、（3）LDCを構成する人々の忠誠心
　　の分割に関する申し合わせであり、再組織
　統合計画の下で行政命令319号と308号を発
　令することで、マラカニアン（大統領府）
　　はそれに応じた。308号は地域開発会議の
　再組織化に備えたものであり、319号は地
　方開発会議の再組織化に備えたものである。
　　これらの会議は、経済的および社会的開発
　　の方向を定め、またそれぞれの管轄領域の
　調整努力をする際、地方の立法団体を補助
　　するものでなければならない。
4、調整の論点と問題（公開討論会やパネル会
議や講演からの抜粋）
◇監視するような心持ち。ある開発の立案や
　実行は、特定個人あるいはそれに直接かか
　　わるグループだけでなされ得るものではな
　　い。さまざまな部門からの援助の投入やそ
　　の他の形態が必要とされる。関係するすべ
　　ての人々の間で効果的に働く関係は、単な
　　る競争心や中傷精神によってというよりは、
　　むしろ協力によってよりうまく機能するは
　　ずである。しかしながら介在するそれぞれ
　　の機関は、互いに協力者というよりむしろ
　　中傷者となる傾向がある。このような姿勢
　態度を改めることが、明らかに正しい方向
　　と考えられる。
◇さまざまな専門技術機関間の競争。各専門
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　機関の問では、優先されることが異なる。
　ある機関の優先事項が残りの機関のそれよ
　りまさっていると各機関が先を争い示そう
　とするために、このような機関間の事情は
　ますます混乱する。その結果、調整のかわ
　りに激しく醜い競争が起こることになる。
◇監督者と部下の間の対立。これらのことは、
　個性の衝突や政策の趣旨の異なる解釈など、
　数多くの理由によって起こる。
◇権限の欠如。関係者の自らにそうする権限
　が与えられてはいないという認識によって、
　調整することが妨げられるかもしれない。
◇委任される権限の欠如。より上位レベルの
　中央政府機関は、しばしば下位レベルの地
　方出先機関に権限を委任することを拒否す
　る。国家機関の中央本庁は、それに連なる
　地方支庁の権限もまた押さえようとするか
　もしれない。それ故に、調整することは困
　難となる。
◇資金の不足。地方政府の各機関は、そのエ
　リアを開発するために必要な資金をもって
　いないかもしれない。このために、地方機
　関は中央の関連機関がそのエリアの開発を
　援助することが困難であると分かるであろ
　う。
◇関連団体からの抵抗。計画の立案段階から、
　立案団体や立法団体それに監督委員会のよ
　うな各種グループが関与することが必要で
　ある。これらのグループが立案段階から排
　除された場合、その後の実行に移す段階に
　なって、それらの主張の違いから反発・抵
　抗が生まれる可能性がある。
◇コミュニティからの抵抗。理想的には、立
　案／プラニングは草の根民衆のレベルから
　起こるべきであろう。しかしながら、プラ
　ニングはより上位のレベルでなされてきた
　ために、バランガイ（行政村落）居住者た
　ちは、自らが含まれる特定地の開発プロジ
　ェクトの存在さえも知らされずにいること
　が少なくない。このような状況であるから、
　コミュニティの人々が必要と感じていない
　プロジェクトであればなおさらのこと、論
　理的にもコミュニティの反発・抵抗が生ま
　れることは必然である。
◇調整団体としての地方開発会議。地方政府
　とそれを援助する国家機関の間の不十分な
　調整や不明確なプラニングは、地方開発会
　議の機能を活性化し強化することで克服さ
　れ得る。その会議では、国家あるいは地方
　の開発目的や計画が分析され統合される。
　地方州政府の場合、その州の計画・開発局
　を通してそのような調整努力をすることに
　なるであろう。
結章
　ユ990年に開かれた一連の研究・講習会は、彼
ら自らによって定義された発展・開発の方向に
彼らが向かうのを手助けするという視点に立っ
て、コルディリェラの人々のもつ潜在能力を引
き上げることに焦点が置かれた。そこでなされ
た提言と同様に提起された論点や問題点は、過
度な国家政府のコントロールが主な原因である
低開発の現実を反映したものであった。自治は、
コルディリェラの人々の何世紀にもわたる貧困
の解決策となるべく現れたものである。皮肉な
ことではあるが、この地域の貧困はその豊かな
天然資源のためである。　［豊かな天然資源故、
政府の干渉を受けかえって低開発・貧困な状態
に置かれた。］
　その研究・講習会の参加者たちは、一般に次
のような視点を共有していた。
　◇中央国家政府における過度な財力の集中は、
　　地域の開発にとって重大な支障となる。徴
　　収された大半の税金は国庫に入り、地域へ
　　の平等な分配はごくわずかである。地域で
　　操業している大企業に関しても、メトロ・
　　マニラに本社がある。そこで、税金は本社
　　によって中央政府に納められる。　［そのた
　　めに地方政府に入る税金はわずかであ
　　る。］
　◇ごくわずかな開発プログラムやプロジェク
　　トだけが、本当の意味で地方のものである。
　　大半のプログラムやプロジェクトは中央政
　　府から発案されたものであり、関連機関を
　　通して中央のコントロールを受ける。たと
　　え地方から発案されたプロジェクトであっ
　　ても、財政的にはほとんど国家政府に頼っ
　　ている。
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　◇この地域の豊かな資源から得られる利益は、
　　コルディリェラの人々にではなく大企業へ
　　もたらされる。加えて地方の人々は、利益
　　を求める企業によってもたらされる環境破
　　壊のみ被ることになる。
　◇あらゆる地方レベルにおける発展能力の可
　　能性は、資金の不足によって妨げられる。
　　また基本的なサービスの提供の非効率性が、
　　地方レベルの発展可能性を閉ざすという避
　　けられない結果を生む。
　コルディリェラ自治区を創設するための基本
法に、コルディリェラの人々が圧倒的多数で反
対したことは、政府の高度な中央集権化体制を
是認・支持しなかったと解釈すべきである。も
っと正確に言えば、それはその（与えられよう
とした）自治法自体に欠陥がある証拠であり、
また国家政府主導に対する無関心あるいは関連
する問題の誤った認識の現れにちがいない。講
習・研究会への参加者たちは、地域自治が与え
られようとなかろうと、彼ら自身の開発ビジョ
ンの追求が続けられなければならないと．いう合
意に達した。コルディリェラの人々は長い間の
自らの自治の歴史をもっており、それを一連の
土着の（政治）制度が補強してきた。自決の精
神は、スペインやアメリカの植民者からの自ら
の土地の防衛や自由によって、また第二次世界
大戦後生まれた彼らのアイデンティティの主張
や、先祖伝来の土地および文化的統合保全の確
認を求めての継続的戦いの中で、表明されてき
た。伝統的な政治および経済制度の慣行は、彼
ら先祖の遠い昔にまでさかのぼることができる。
直接民主制は、いつの時代でもムラすなわちイ
リ伽）内のレベルでは行われてきた。また平
和協定は、ムラ間の関係を律してきた。一方伝
統的経済組織は、生産過程においてお互いに
人々の（協力）関係を導き続けてきた。コルデ
ィリェラのための開発モデルは、これらの制度
や人々による自決の慣行を必ず考慮したもので
なければならない。講習・研究会の参加者たち
はこのことを認識した上で、そうあるべきであ
ると合意した。この前提に立つ限り、フリード
リッヒ・エーベルト財団やフィリピン大学の公
共行政学部に属する地方政府センター一一一の地道な
努力は、無駄に終わることはないであろう。
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Santiago　S．Simpas：レイテ島の技術研究所所
長
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＃筆者の訳注は［］で示した。なお、以下の拙稿
も参照していただきたい。
1992「伝統的自治慣習と地域自治に関する覚
書」ふいるど社会人類学研究会編『ふいるど』
第5号風響社
1995「少数民族の、あるいは、地域の自治に関
する一考察」県立新潟女子短期大学北東アジア
地域研究会編『北東アジアの諸問題』
2001「フィリピン・少数民族の自治と開発問題
に関する若干の考察」『県立新潟女子短期大学
研究紀要』第38集
2002「フィリピン・コーディリェラの土着的政
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MB．ガルミン／AB．ブリランテスの「コルディリェラの自治に関する綿密な考察」の［翻訳／解釈］を中心に
治制度と自治の可能性」『県立新潟女子短期大
学研究紀要』第39集
訳者あとがき
　以上、フィリピン・北部ルソン山岳地帯の多
様な先住少数民族が居住するコルディリェラ地
域の、自治に関する綿密な考察を翻訳・解釈し
てきたが、フィリピンのみならず開発にさらさ
れたり混乱に巻き込まれている他の地域や（少
数）民族の自治を考える上でも、非常に示唆に
富んだものであった。出版されてから20年近く
経つが、当該地域が現在に至るまで特別行政区
のまま据え置かれていることもあり、その後こ
のような著作はあまり出版されていないように
思われる。中央のための開発や統治を目的とす
る自治権の付与ではなく、地域や地方あるいは
少数民族主体の自律した自治が目指すべき方向
性であろう。それが、真の意味の地方分権とい
うことになる。当然のことながら彼ら自身の努
力も必要であるが、国家体制下での自治である
以上、中央政府の側から彼らを理解しようとす
る姿勢が求められる。自治のあるべき姿は、決
して一般論では語ることはできず個別の対応が
重要であるが、成功への鍵は、当該地の人々の
自然や歴史などに影響された文化的背景をもつ
技術や慣行、すなわち土着の知を活かした慣習
法的自治であると考える。
　2007年9月の国連総会で採択された「先住民
族権利宣言」に先行して、フィリピンでは1997
年の国際先住民年に「先住民権利法」が制定さ
れた。これは別名「祖先地領域法」とも呼ばれ、
先祖伝来の土地に関する権利を保障するもので
ある。これは、マルコス期の祖先地法や改定森
林法への反省から生まれたものであるが、祖先
地としての認定がほとんど進んでいない現状が
ある。所有権の証明の困難、居住と労働の実績
による不法占拠地に対する主張、先住民の移住
による混乱、我々の所有とは異なる土地の共同
体的保有権の問題など、容易に解決できそうも
ない。しかしながら土地権の問題は、自給自足
的な生活を基盤とする所では自治の核心ともい
える。これらの問題について詳しくは別稿に譲
りたいが、土地に関する個人的および集団的権
利や、領域内での居住権・環境権・労働権・教
育権・宗教権・紛争処理権などをどこまで保障
するかということが重要である。単に先住性や
民族性を認めるだけでなく、先住民権利法の精
神である先住民族の政治的・経済的・社会文化
的存在意義を認めなければ、平和な秩序を保っ
た自治は望めないであろう。
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